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高圧ガス保安法等の一部を改正する法律（※）の概要

（１）スマート保安の促進

（３）カーボンニュートラル実現に向けた保安規制の整備

✓ 太陽光・風力発電設備の保安規制の見直し 【電力】✓ 「認定高度保安実施事業者制度」の創設 【高圧・ガス・電力】

•設備の設置者の基礎情報の届出義務（設備の種類、設置場所及び管理者等）

•技術基準維持義務、使用前自己確認（事業者が設備の安全性を事前に確認）等

✓ 「登録適合性確認機関」による確認制度の創設 【電力】

今後導入が進む風力発電設備について、安全かつ迅速な審査を行うため、工事計画届出の審査について、
専門機関（「登録適合性確認機関」）が技術基準の適合性を確認する仕組みとする。

✓ 燃料電池自動車の規制の一元化 【高圧】

高圧ガス保安法と道路運送車両法の両法が適用される燃料電池自動車等について規制を一元化（高圧ガス保安法から適用除外）。

(法令)道路運送車両法
(所管)国土交通省

高圧容器

(法令)高圧ガス保安法
(所管)経済産業省

令 和 ４ 年 12月
経  済  産  業  省
産 業 保 安グ ループ 

法律の概要
✓ （１）スマート保安※の促進、（２）新たな保安上のリスク分野への対応／災害対策・レジリエンスの強化、（３）カーボンニュートラル実現に向けた

保安規制の整備の３つを柱に、高圧ガス保安法、ガス事業法、電気事業法等の改正を行う。

※ スマート保安：産業保安分野におけるIoT、ビッグデータ・ＡＩ、ドローン等の活用を通じた安全性と効率性の向上。「人の力・技術」との連携・融合。

背 景
✓ 近年、産業保安分野において、革新的なテクノロジーの進展、保安人材の不足、電力の供給構造の変化、災害の激甚化・頻発化、気候変動問題への

対応の要請など、様々な環境変化が生じており、これらを踏まえた保安規制の見直しが必要。

✓ ガス事業者間の災害時の連携強化 【ガス】

テクノロジーの活用促進により、保安レベルの向上と人材不足への対処

ドローン・IoTによる点検 ビッグデータ・AIによる異常予兆検知・運転最適化

＜太陽光パネルの崩落＞

令和3年4月～12月
末までに報告された小
出力発電設備の事故
件数は158件。

＜風車の羽根の脱落＞

※高圧ガス保安法、ガス事業法、電気事業法、情報処理の促進に関する法律。令和４年６月22日に公布。

「テクノロジーを活用しつつ、自立的に高度な保安を確保できる事業者」を厳格に審査・

認定し、安全の確保を前提に、その保安力に応じ、手続や検査の在り方を見直す。

小規模な太陽光・風力発電設備※を、「小規模事業用電気工作物」と位置
付け、基礎情報の届出や使用前の自己確認等の対象とする。 
※出力が10kW以上50kW未満の太陽光・20kW未満の風力発電設備

災害時におけるガス事業者間の連携計画の事前策定を義務付け。

※電気事業法における災害時連携計画と同様の仕組みを導入。

・ 許可・事前届出を事後届出・記録保存へ

・ 国等と事業者双方が行う検査を事業者による検査のみに

・ 常時監視・遠隔監視の普及を踏まえ、検査時期や保安人員の配置を柔軟化 等

（２）新たな保安上のリスク分野への対応／災害対策・レジリエンスの強化
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①認定高度保安実施者制度の施行について

＜認定高度保安実施者の認定要件＞

⚫ 「高圧ガス保安法等の一部を改正する法律」（令和５年12月21日施行）において、
テクノロジーを活用しつつ、自立的に高度な保安を確保できる事業所について、安全確
保を前提にその保安確保能力に応じて保安規制に係る手続・検査を合理化する制度
を創設（認定高度保安実施者制度）。

認定要件 内容

①経営トップのコミットメント • 保安確保に係る理念・社内ルールの整備を明確化するための経営トッ
プのコミットメント、保安管理体制を監査・検証できる組織体制の構
築を求める。

②高度なリスク管理体制 • リスクの回避・低減策を策定し、継続的にアップデートしていくため、
保安管理プロセスを実施する体制の構築を求める。

③テクノロジーの活用 • 設備の劣化状況を診断する技術、運転管理を高度化する技術、保安管
理業務を高度化・効率化する技術等の導入を求める。

• 導入前後の効果・リスクの評価・検証プロセスを求める。

④サイバーセキュリティなど関連リスク
への対応

• IoT機器等を活用した産業保安のスマート化はサイバーセキュリティ
対策が一層重要であるため、導入するテクノロジーに応じてサイバー
リスクを検証し、必要な対策を求めるとともに、対策の継続的な改善
に努めているかを確認する。
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【政令】高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第20号）の改正
➢ 認定高度保安実施者等の認定の有効期間を規定。

【政令】高圧ガス保安法関係手数料令（平成９年政令第21号）の改正
➢ 認定高度保安実施者制度における認定又はその更新を受ける者が支払うべき手数料について実費を勘案した額を規定。

【省令】コンビナート等保安規則（昭和61年省令第88号）等の改正
➢ 認定制度に係る手続きや認定の基準（①経営トップのコミットメント、②高度なリスク管理体制、③テクノロジーの活用、④サイ

バーセキュリティなど関連リスクへの対応に係る基準）を規定するとともに、認定事業者に対する各種特例等（製造施設の位
置・設備等の変更の手続や危害予防規程・保安人員に関する手続等）について規定。

【告示】認定高度保安実施者の認定に係る事業所の体制の基準（令和5年告示第166号）（新設）
➢ 認定高度保安実施者の認定に関する保安管理システムに係る一般要求事項などを規定。

【通達】認定高度保安実施者の認定について（20231213保局第１号）（新設）
➢ 認定高度保安実施者の認定に係る製造施設等の解釈や、認定申請者の欠格事由など規定。

【通達】認定高度保安実施者に関する認定の基準の詳細について（20231213保局第２号）（新設）
➢ 認定高度保安実施者の認定に関する経済産業大臣の検査や認定基準の詳細などを規定。

【通達】民間規格評価機関の評価・承認による民間規格等の高圧ガス保安法における保安検査の方法としての妥当性確認のプロセ
スについて（内規）（20231213保局第３号）（新設）

➢ 民間規格評価機関において民間規格等の保安検査の方法としての妥当性を確認するプロセスを規定。

①認定高度保安実施者制度の施行について

＜主な関係法令等の改正等とその概要＞

⚫ 認定高度保安実施者制度の施行に伴い、高圧ガス保安法の政省令、告示改正等を
実施。（令和５年12月21日施行）
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①認定高度保安実施者制度の施行について

⚫ 認定高度保安実施者制度の認定事業者に対しては、製造施設の位置・設備等の変
更の手続や危害予防規程・保安人員に関する手続等について、事業所の保安力に応
じて、届出等の手続の不要化や事業者自身による検査等を柔軟に措置（記録保存
義務は維持）。

【高圧ガス保安法第39条の21、コンビナート等保安規則第49条の７の９等】

• 認定事業者においては、その保安確保能力を踏まえ、ガス種の変更又は製
造能力が一定以上変更される場合など重要な変更については、許可制を
維持

• 軽微変更については、その対象範囲を拡大した上で記録保存義務とする
• それら以外の変更は、事故時・法令違反時に行政が迅速に対応することを
可能とするため、行政による事業者情報の把握の観点から、事後届出とす
る

製造施設の位置・設備等の変更の許可・届出

【高圧ガス保安法第39条の23、第39条の24】

• 認定事業者は、危害予防規程の作成・変更や、保安人員の選解任に
ついては、自立的に管理するものとし、記録保存とする

危害予防規程の作成、変更・
保安人員（保安係員等）の選解任【高圧ガス保安法第39条の22、第39条の27、コンビナート等保安規則第49条の７の13等】

• 認定完成検査実施者制度及び認定保安検査実施者制度（以下「旧認
定制度」という。）と同様に自主検査を維持

• その際、認定高度保安実施者制度では、法適合性確認能力も含め、コンプ
ライアンス体制の整備等の要件を拡充すること等も踏まえ、事業者が自ら完
成検査・保安検査の結果を適正に確認するものとし、検査記録については
都道府県知事への届出を要しないこととする

• ただし、行政が立入検査等により確認できるよう、検査記録を保存
• 保安検査については、定期に行うことを基本としつつ、CBM※や常時監視等
による場合には、それ以外の時期によることも可能とし得るよう措置

完成検査・保安検査

【高圧ガス保安法第39条の24、コンビナート等保安規則第49条の７の11等】

• 認定事業者においては、現行の保安人員の配置を基本としつつも、コン
ビナート連携の進展や、常時監視・遠隔監視システムの導入などを踏ま
え、法律上は「製造のための施設の区分ごとに」とせず、保安人員の柔
軟な配置を許容し、必要人員の配置を適正化

• 一例として、製造設備の運転状態の監視を行う等、大臣が認める方
法により保安管理を行う場合は、施設の区分ごとに保安係員を選任
することを不要とする

保安人員（保安係員等）の配置

【高圧ガス保安法第39条の27】

• 自立的に高度な保安管理を行うことができるため、保安検査の実施を
前提に、認定事業者には定期自主検査の規定を適用しない

定期自主検査

出典:産構審保安・消費生活用製品安全分科会報告書（令和3年12月）の概要 P.９より抜粋・修正 4
※ 特定施設に係る設備の劣化の状況から判断した適切な時期に当該特定施設の運転を停止することなく

保安検査を行うものをいう（特定認定高度保安実施者に限る特例措置）
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⚫ 経済産業大臣は、高圧ガス保安法第39条の16に基づき、高圧ガス保安協会又は経
済産業大臣の指定する者に対し、認定基準に適合しているかどうかについて意見を聴取
し、又は調査を依頼することができる。

⚫ 本制度の認定要件を検査するため、サイバーセキュリティの専門性を有した組織を経済
産業大臣の指定する者として指定する要件が必要であったことから、「高圧ガス保安法
に基づく指定試験機関等に関する省令」（平成９年通商産業省令第23号。以下
「指定則」という。）を改正し、サイバーセキュリティに係る指定機関の要件を規定した。

⚫ 今般、一般財団法人日本品質保証機構より、サイバーセキュリティに係る認定要件の
調査を行う者として指定申請等を受けたため、指定則に基づき審査を行ったところ、審
査項目に適合していると評価できたことから、令和６年３月18日付けで同機構の指定
を行った。

②サイバーセキュリティに関する調査機関の指定について

・設立：昭和32年（財団法人日本機械金属検査協会として設立し、平成23年に一般財団法人日本品質保証機構に移行）

・公正・中立な立場の第三者適合性評価機関

・情報セキュリティに関するISO/IEC 27001認証及びクラウドサービスセキュリティに関するISO/IEC 27017認証を実施

・ISO 9001、ISO 14001をはじめとするマネジメントシステム認証の総登録件数において、認証機関として国内最多の実績

・その他、国内外の法規制や認証制度の指定機関として、電気製品・医療機器・車載機器に関する電気安全の認証・試験、JIS

マーク認証等を実施

一般財団法人日本品質保証機構（JQA）

出典:一般財団法人日本品質保証機構（JQA） 総合案内、サービスハンドブック より抜粋・修正
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③令和６年度スケジュールについて

⚫ 令和６年度の認定に係るスケジュールは以下のとおり。申請書の受付は２週間、現地
検査の候補日は５週間を目処として一定の期間を確保する。

⚫ このほか、申請者からの事前相談は随時受け付ける。

申請書の提出 現地調査
 検討会 ※

（審査会審査）
認定の目安

第１回
４月第１週～
４月第２週

５月第２週～
６月第２週

７月中旬 ８月以降

第２回
７月第１週～
７月第２週

８月第１週～
９月第２週

10月中旬 1１月以降

第３回
10月第１週～
10月第２週

11月第２週～
12月第２週

令和７年
１月中旬

令和７年
２月以降

第４回
１月第２週～
１月第３週

２月第２週～
３月第２週

令和７年
４月中旬

令和７年
５月以降

＜認定高度保安実施者の認定スケジュール（令和6年度）＞

※「高圧ガス高度保安認定検討会（仮称）」
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【参考】高圧ガス保安法の認定制度における移行措置について

⚫ 令和５年12月21日より前に、旧認定制度に係る認定を受けている事業者は、改正法施行後も、当
該認定の有効更新期間までは、その認定の効力を維持する。

⚫ 移行準備期間として、令和５年12月21日から３年の経過措置期間（令和８年12月21日ま
で）を設定（附則第１条第４号）し、同期間は、旧認定制度又は認定高度保安実施者制度の
いずれに係る申請も可能とする。

⚫ 経過措置期間において、旧認定制度に係る認定が認められた場合の当該認定の有効期間は、経
過措置期限から3.5年（令和12年6月20日まで）とする。(附則第２条第２項及び第３条第２
項)

⚫ 経過措置期間中に旧認定制度に係る認定を受けた事業者が、当該認定の有効期間中に、認定高
度保安実施者制度に係る認定を取得する際の審査は、二重審査を排除するなど合理的かつ迅速
なものとする。

＜旧認定制度の認定期限及び経過措置期間＞

旧認定 有効（5年／７年）

令和５年12月21日

３年施行日

旧認定

経過措置期限

令和８年12月21日

3.5年

令和12年６月20日

有効（最長で5年／７年）

旧認定の申請不可

出典:第22回 産構審保安・消費生活用製品安全分科会 高圧ガス小委員会（令和4年3月）資料 P.17より抜粋・修正
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【参考】認定高度保安実施者制度の申請方法・情報発信について

⚫ 経済産業省HPに「認定高度保安実施者制度」のページを作成。申請マニュアルや事前相談方法等を明記。
認定高度保安実施者制度を含む、スマート保安の取組をスマート保安パンフレットとして公表。

出典：認定高度保安実施者制度について（METI/経済産業省）

出典：スマート保安パンフ_PDF用 (meti.go.jp)

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/hipregas/sinnintei/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/smart_industrial_safety/smart_pamphlet_hipregas.pdf
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【参考】民間規格評価機関に係る規定等の整備

⚫ 新認定制度の詳細を定める「コンビナート等保安規則等（令和５年12月21日改
正）」において、認定高度保安実施者が自ら保安検査を行う場合の保安検査の方法
については、特例が認められることとし、特定認定高度保安実施者（A認定事業者）
については、民間規格評価機関が認めた保安検査の方法を用いることができることとした。
（例：コンビナート等保安規則第49条の７の13第５項第３号）

⚫ 併せて、民間規格等を、迅速かつ機動的に、高圧ガス保安法第35条第４項における
保安検査の方法に位置付けるために、コンビ則第49条の７の13第５項第３号等に基
づき、民間規格評価機関において民間規格等の保安検査の方法としての妥当性を確
認するプロセス及び民間規格評価機関の要件を通達にて定めた。

コンビナート等保安規則（昭和六十一年通商産業省令第八十八号）
（保安検査等の特例）
第四十九条の七の十三 法第三十九条の二十七第一項後段の規定により、認

定高度保安実施者が自ら行う保安検査は、当該認定に係る特定施設につい
て、一年（経済産業大臣が定める施設にあつては、経済産業大臣が定める期
間）に一回行わなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により
その回数で行うことが困難であるときは、当該事由を勘案して経済産業大臣が
定める期間に一回行わなければならない。

２～４ (略) 
５ 前項に規定するもののほか、第一項の保安検査の方法は告示で定める。ただ
し、次の各号に掲げる場合はこの限りでない。
一・二 (略) 
三 特定認定高度保安実施者が、令第十条の二ただし書の規定の適用に係る

特定施設について行う保安検査の方法であつて、その保安検査の方法を適切
に評価する能力を有していると経済産業大臣が認める者が確認したものを用
いる場合

６ (略)



⚫ 事故対応やスマート保安の推進、時代に対応した規制の見直し等をはじめ、高圧ガス保安法に係る事業
者の規模や種類等に応じた施策を実施し、総合的な保安力の向上を図っている。

④非認定事業者

①スーパー認定事業者

③自主保安高度化事業者

１５

３

約１４，５００
（冷凍則約５，０００を含む）

都道府県が
審査・許可

事業者数

約８６，７００
（冷凍則約６４，０００を含む）

第

１

種

製

造

者

第
２
種
製

造

者

水

素

②認定事業者
６８ スマート保安推進のための官民協議会

CBM
（Condition based maintenance）

リスクマネジメントシステムの導入・運用

冷媒等の漏えい対策

水素スタンドの規制の見直し

水素燃料電池ドローンの安全なガイドライン

海外展開・規制の整合化 広報・情報発信共通 事故対応

燃料電池自動車の規制の見直し

➢ IoT/AI人材育成講座開発

➢ ドローン・防爆ガイドライン

➢ 耐震補強支援等事業

水素サプライチェーンへの対応

230912時点

【参考】高圧ガス保安施策の全体整理
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11出典：「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律案」及び「二酸化炭素の貯留事業に関する法律案」が閣議決定されました （METI/経済産業省）

【参考】

https://www.meti.go.jp/press/2023/02/20240213002/20240213002.html


12出典：「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律案」及び「二酸化炭素の貯留事業に関する法律案」が閣議決定されました （METI/経済産業省）

【参考】

https://www.meti.go.jp/press/2023/02/20240213002/20240213002.html
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